
「情報化」というこ
とばが頻繁に使われる
ようになりましたが、
このことばは、日本語
としてよく意味の分か
らない用語です。「○
○化」とは、「高齢化」
や「過疎化」などのよ
うに、通常「○○でなかったものが○○に
なること」を意味しますが、「情報化」の場
合は、「情報でなかったものが情報になるこ
と」という意味では用いられていません。
このことばは、社会全体の中のもっと広範
で多様な「動き」を意味しているようです。

こうした広範な動きの中には、「人々が得
る情報の量の拡大」という側面が当然含ま
れますが、もっと重要なのは、「情報が流れ
るルートの拡大・多様化」ということです。
このことは、情報の「受け手」にとって

は、これまで新聞やテレビなどに限られて
いた情報源が「インターネット」や「衛星
通信」などに拡大することを意味しますの
で、（そのための「道具」や「能力」さえ持
っていれば）大変結構なことです。
しかし、情報の「送り手」にとっては、

「情報提供機能の『独占』が崩れる」という
事態が生じつつあります。新聞に頼らなく
ても「インターネット」を通じてニュース
を得られるため、新聞の講読者数が減って
いるようですし、テレビ局も、ＣＳ放送、

ＣＡＴＶ、インターネット放送などとの競
争を強いられています。
こうした変化は、学校教育・社会教育の世

界にも影響しつつあります。例えば、「米国の
大学の学位取得が可能な教育プログラムをＣ
Ｓを通じて日本に配信する」という事業が既
に行われています。これは、「米国の大学は
米国にあり、日本の大学は日本にあり、日本の
学生は日本にいるから、日本の学生は当然日
本の大学で学ぶ」という「独占」が崩れている
ことを意味しているのです。
「生涯学習の振興」について、「いつでも、
どこでも、だれでも」ということが言われ
てきましたが、この「どこでも」というこ
とが、情報通信技術の発達・普及によって
本当に実現しようとしています。このことは、
「学習者」にとっては良いことですが、「学習機
会提供機関」にとっては、「公民館や学校へ行
かなくても学べる」ということを意味しており、
公民館も学校も「情報化時代における存在意
義・役割の見直しを迫られている」と言って
も過言ではありません。

しかしその一方で、情報通信技術の発達・
普及は、従来からあった教育機関に対して、
「新しい世界」や「新しい可能性」をもたらして
います。公民館や図書館なども、新しい技術
を活用して情報の受信者・発信者となり、そ
の機能を大きく拡大するチャンスを得つつあ
るからです。例えば一部の図書館は、図書
館の外部のデータベースについての利用契

約を結び、地域住民のための情報窓口機能
を飛躍的に拡大しつつあるようです。
また、こうした情報通信技術は、規模が

小さい教育機関や職員数の少ない施設にも、
大きな可能性をもたらすものです。産業・
経済の世界でも、いわゆるＳＯＨＯなどに
より、小規模な企業・事業者が大きく飛躍
する可能性が生じていますが、こうしたこ
とは教育の世界でも言えることなのです。

ところで、将来あらゆる情報通信技術が
極度に発達・成熟化した後には、利用者は
「技術の種類」について考える必要はなくな
ります。今日、例えばヨーロッパに国際電
話をするときに、「衛星経由」か「海底ケー
ブル経由」かということを気にする人は殆
どいません。しかし、技術が「発展途上」
にあるときには、「適切な技術の選択」とい
うことが必要です。
今もてはやされている「インターネット」

は、まだ「通信速度」について大きな問題
があります。1.5Mbpsという速度が全国的に
実現されるのが2005年ごろと言われていま
すが、これでも「テレビ会議システム」の
ようなぎこちない映像を送れるだけで、「講
師が実際に語りかける講義」など、フルサ
イズの動画を送れる6Mbpsという速度（現
在のテレビと同じ画質）がインターネット
で送れるようになるのは、まだだいぶ先の
ことになりそうです。
これに対して「衛星通信」は、「オープン

カレッジ」などの放送を行っている文部省
の「エル・ネット」においても6Mbpsとい
う速度が既に実現されており、高画質の動
画を全国に同時配信する上で、当面最も勝
れたシステムとなっています。こうした新
しい技術の活用方法をそれぞれの機関が積
極的に考え、「新しい世界」の開拓を進めて
いただきたいと思います。



平成12年２月８日～10日の３日間、青森県総
合社会教育センターではエル・ネットオープン
カレッジのサテライト会場を引き受けることに
なり、淑徳短期大学の４コマの公開講座を実
施した。各40名程という参加者数は、雪深い
厳寒の青森市ということを考慮すると、かな
り多い数と考えていいだろう。これは「福祉
社会を考える」というタイムリーなテーマ設定
もさることながら、東京と青森を通信衛星で
結ぶという画期的な企画に負うところが大き
かったと思われる。地方に暮らす私たちにと

って、中央との距離を克服する新たな試みで
もあった。
想定した講座の規模は各回とも50名以内と

いう大きさであったが、これは、質疑応答が
行われることを考慮したもので、これ以上に
なると言わば「集団視聴」になってしまい「講
座」としての効果は期待できなくなる。実際に
やってみた結果からも50名程度が妥当と思わ
れる。使用した機材は、衛星放送用として32
インチモニターテレビ1台、フェニックス用とし
て20インチモニターテレビ２台であったが、30
～50人程度ならこれで十分である。今回、不
思議な現象があった。当日の出席率は、通常、
申込者の70％程度になるものだが、今回は各
回とも90％を超えた。しかも、実際の参加者
数は申込者数を上まわっており、このことは
口コミで誘われた当日参加者が数多くいたこ
とを物語っている。人気のない講座ではこう
はいかない。参加した人たちの反応も非常に
良かった。事後に行ったアンケートでも満足
度は非常に高かったし、ぜひ継続して欲しい
という声が多く、講座運営のボランティアをし

たいという申し出まであった。
今回の成功の一番の要因は「双方向」とい

うことであろう。単に通信衛星を用いた放送
であれば、各家庭で受信できるならともかく、
わざわざ会場に集まるのは億劫である。ビデ
オ教材として貸し出すほうが現実的だ。質疑
応答の存在が、単なるテレビ視聴にとどまる
ことなく、「講座」としての価値を高めたと思わ
れる。質疑応答そのものも良かったが、それ
以外の時間、いわゆる「講義」の部分も緊張
感が持続していたということに注目したい。
つまり、要所に散りばめられた数回の「双方
向」が一体感を作りだし講座全体を引き締め
た。ラジオ放送も一方通行のメディアだが、
電話やＦＡＸ、メールを併用することで効果を
上げている。番組に参加しているという一体
感はリスナーにとって重要なポイントだ。エル
ネットの可能性は大きいと思うが、そこにラジ
オの人気番組のような「双方向」が上手く取り
入れられることによって、さらに充実したもの
になることは間違いないと思う。
（エル・ネット「オープンカレッジ」第一年次報告書より）
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